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　はじめに
　少子高齢化は多くの先進国が直面している課題であるが、わが国の高齢者の割合は 2013（平成 25）年 25.1
で世界最高であり現在も増加している。この状況は現役が高齢者を支えている比率で見ると平成 22 年は 2.8 人
で 1 人だが、平成 65 年になると 1.3 人で 1 人を支えることになり、いわゆる騎馬戦型から肩車型になると推計
されている 1 。人口と人口構造の変化は社会保障の内容に影響を及ぼしているだけでなく生活水準、経済状況、
疾病構造などにも影響を与えている。
　住み慣れた地域で末永く安心して暮らしていきたいと多くの人は願っている。2012（平成 24）年 8 月社会保
障制度改革国民会議が発足し、20 回にわたる審議を得て、平成 25 年 8 月地域支援事業等の報告書 2 が出され、
その環境が整いつつある。その一方で 2010 年、所在不明の高齢者問題が発生し、家族を含めた高齢者に対す
る社会的なつながりの重要性が認識されるようになった。また、1995 年阪神・淡路大震災、2000 年に入って
からも 2004 年新潟中越地震、2011 年東日本大震災、2015 年では関東・東北豪雨による災害が多発し、人と人
とのつながりや絆の大切さがいわれるようになり国レベルの検討会等の報告書や白書でも「つながり」に関す
る重要性が提言されている。
　今回は住民自治組織としての自治会に着目し、筆者の身近な矢岳地区の活動から捉えてみたい。
　研究目的
　戦後、我が国は 1960 年～ 1990 年にかけて核家族世帯が増加してきたが、三世代世帯は一貫して低下し続けた。
年代を追ってみると 1960（昭和 35）年 30.5％から 1989（平成元）年には半分以下の 14.2％、2013（平成 25）年 6.6％
となっている 3 。
　一方年齢別構造はピラミッド型ではなくつぼ型となっており、今後も少子化、高齢化に加え人口減少は進ん
でいくと推計されている。今後、一般世帯の平均世帯人員は 2010（平成 22）年の 2.42 人から 2019（平成 31）
年の 2.20 人まで減少を続ける。2010（平成 22）年から 2035（平成 47）年の間に「単独」世帯は 32.4％から
37.2％「夫婦のみ」は 19.8％から 21.2％「一人親と子」は 8.7％から 11.4％と上昇する。また、世帯主が 65 歳
以上の世帯は 1620 万世帯から 2021 万世帯に、75 歳以上である世帯は 731 万世帯から 1174 万世帯に増加する。
こうした増加に伴い、全世帯主に占める 65 歳以上世帯主の割合は 31.2％から 40.8％に増加し、65 歳以上世帯
主に占める 75 歳以上世帯主の割合も 45.1％から 58.1％に増加する 4 。
　国はこれに対応するため、高齢者が健康で生きがいを持ち安心して生涯を過ごすことができる長寿福祉社会
とするための「高齢者福祉の主要施策（7 項目）」を出している。その中で「高齢者の生きがい、介護予防・生
活支援対策等の充実」（2）生きがいと健康づくり対策の推進があり、高齢者の社会活動や地域活動について国
民の啓発が推進されるようになった。
　このような状況をふまえ住民の自治組織として戦前から継承されている自治会活動が地域住民の拠点として
どのような役割が担えるのか考察したい。
自治会における相互扶助
矢岳地区の活動を通して
Mutual Assistance at Neighborhood Community Association
- Through Activities in the Yatake District-
井上　美代子
長崎短期大学研究紀要　第 28 号
—60—
　研究方法
　自治会・町内会について文献研究を行う。
　矢岳地区の年中行事を紹介しながら自治会の活動の内容についてまとめる。
　自治会・町内会等について
　自治会・町内会とは「町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成
された団体」という。その数は全国で 298,700（平成 25 年 4 月 1 日現在、総務省調べ）あるといわれ「区域の
住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同
活動」を行っている。活動イメージは下記の通りである（図 1）5 。
　戦前には、自治会等が公的な制度として組織されていたが戦後は廃止された。しかし、1991（平成 3）年、
自治会等が認可地縁団体として法人格を取得する制度が創設され、2013（平成 25）年 4 月 1 日現在までに
44,008 団体が認可されている。市町村長による認可の要件は次の通りである（地方自治法第 260 条 2）6 。
　町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体（以下本条
において「地縁による団体」という）は、地域的な共同活動のための不動産又は不動産に関する権利等を保有
するため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定める目的の範囲内において、権利を有し、義務を負う。
2　前項の認可は、地縁による団体のうち次に掲げる要件に該当するものについて、その団体の代表者が総務
省令で定めるところにより行う申請に基づいて行う。
　1．その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持及び形成に資す
る地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていると認められること。
　2．その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。
　3．その区域に住民を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その相当数の者が現に
構成員となっていること。
　4．規約を定めていること。
3　規約には、次に掲げる事項が定められていなければならない。
　1、目的　　　　　　　　　　　　　5、構成員の資格に関する事項
　2、名称　　　　　　　　　　　　　6、代表者に関する事項
　3、区域　　　　　　　　　　　　　7、会議に関する事項
　4、主たる事務所の所在地　　　　　8、資産に関する事項
図1　自治会・町内会等活動イメージ
自治会・町内会等
文化活動
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地域行事
自治会における相互扶助　矢岳地区の活動を通して
—61—
　年間の具体的な活動内容（京都市）の一例として下記に述べる（図 2）7 。
　矢岳地区の活動
　筆者は平成 15 年から矢岳に住み始めているが 2012（平成 24）年から 2 年間矢岳地区の班長として役割を担っ
た。住んではいても地域の状況はあまりわからない状態だったが、さまざまな課題や問題がみえてきた。最初
の課題は矢岳地区の法人化である。その後も年間行事の一つである祭りの変更、地区内の防犯用電灯設置など
地域生活の重要な内容が出てきた。
　法人化については先に述べたように 1991（平成 3）年の地方自治法改正によって法人格を付与され、不動産
登記等が可能となる制度が創設された。しかし、制度創設以前に代表者の個人名義や構成員全員の共有名義に
より登記がなされている土地については、従前と同様に関係者全員からの承諾を得なければ、地縁団体名義へ
所有権を移転することはできなかった。従ってその後も以下のような問題等が全国に発生していた 8 。
①「所有者の多くが既に死亡しているため、その相続人の確定に膨大な手間や費用がかかり、移転登記が困難
な状態となった事例」
図2　自治会・町内会等の年間活動内容
◇年間を通じて行う活動
・防犯や防災のパトロール
・児童の登下校時の見守り
・お年寄りの見守り、支援
・環境・美化活動
・集会所の維持管理　など
◇監査
・帳簿、領収書等の
　確認
・問題点の指摘
<総会>
事業報告・
監査報告・
決算の承認
<総会>
年間計画・
予算の決定
役員の決定
◇日を決めて行う催しなど
・お祭り、地蔵盆
・運動会、文化発表会
・防災訓練
・一斉清掃
・敬老の集い　など
◇広報、公聴活動
・広報紙等の作成、配布
・チラシ等の作成、回覧
・住民要望の学区、行政への伝達など
◇親睦、互助のための活動
・お花見、親睦旅行、忘年会
・葬儀の際のお手伝い　など
前年度の反省を次年度の計画、予算に反映
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②「道路拡幅の為買収する必要が生じ用地提供を申し入れたが、関係する登記名義人は明治生まれで既に死亡
しているため、相続人の把握や同意を得ることができず、やむなく事業計画を変更した事例」
　これを受け、総務省行政評価局は認可を受けた地縁団体名義への所有権移転の登記手続きを促進するため総
務省自治行政局及び法務省民事局にあっせんを行い、これが端緒となって「認可地縁団体が所有する不動産に
係る登記の特例」として登記が可能となった。その特例の概要は次の通りである（施行期日平成 27 年 4 月 1 日）9。
①認可地縁団体が所有する不動産であること
②不動産を 10 年以上所有の意思を持って平穏かつ公然と占有していること
③不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが認可地縁団体の構成員又はかつて構成員であった者
であること
④不動産の登記関係者（表題部所有者、所有権の登記名義人、これらの相続人）の全部又は一部の所在が知れ
ないこと
　これを受けて矢岳地区においても 2011（平成 23）年 5 月 29 日午前 9 時から臨時総会が開催され、次のよう
な内容が話し合われた。
第 1 号議案　地区の法人格取得について
（1）地縁による団体としての認可申請の件
（2）規約案の承認に関する件
（3）構成員に関する件
（4）役員（代表者の選任及び承認を含む）に関する件
（5）保有資産に関する件（図 3　総会時資料から）
図 3　保有資産目録
団体の名称　　矢岳地区　　　　　
平成 25 年 2 月 10 日現在
１　不動産
　（1）所有権を有する不動産
　　　ア　建物
名称 延床面積 所在地
上矢岳公民館 92.20㎡ 佐世保市小佐々町 1028 番地 1
矢岳地区集会施設 294.80㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 598 番地 1、597 番地 1、597 番地 4
冷水公民館 147.13㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 1477 番地 1、1477 番地 3、1480 番地 1
　　　イ　土地
地目 面積 所在地
宅地（矢岳地区集会施設敷地） 81.69㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 597 番地 4
原野（矢岳地区集会施設敷地） 2325.00㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 598 番地 1
宅地（冷水集会所敷地） 112.00㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 1477 番地 1
宅地（冷水集会所敷地） 161.82㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 1477 番地 3
宅地（冷水集会所敷地） 174.00㎡ 佐世保市小佐々町矢岳 1500 番地
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２　不動産に関する権利など
　（1）所有権以外の権原により保有している不動産
権原 不動産の種類 所在地
　（2）地域的な協働活動を行うためのその他の資源
資　産　の　種　類　及　び　数　量
　総会時の指摘事項について以下に述べる。
○佐世保市所有の土地建物のみを取得するのか。それとも森林組合の所有土地も含め取得するのか？
　合併協議の中で、旧町が所有する集会施設（建物）は「無償で地元地区に譲渡する」と決められており、集
会施設用地（土地）については「個別に判断する」となっています。
　佐世保市が所有する矢岳地区内の施設及び土地も譲渡可能なものであることから、地縁団体の法人化の手続
きを進めたいと思っております。一部私有地及び森林組合所有地がありますが、私有地は、相続が発生してお
り相続人全員と個別交渉を行い取得する予定です。森林組合所有地は、払い下げの申し出を行っており、承諾
を得ることができれば取得をしたいと思っております。
○なぜ法人化が必要か？
　地区は一定の区域に住所を有する人々によって形成された任意の団体である為、法的には「権利能力なき社
団」となり、不動産登記の主体になることはできませんでした。そのため、地区が所有する集会施設でも、会
長名など個人名義で不動産登記を行わなければならず、名義人の転居や死亡があったときに、名義変更や遺産
相続などさまざまな問題が発生していました。
　このような問題に対処する為、地方自治法が改正され、地区が一定の手続きの下に法人格を取得することに
より、地区名で不動産登記ができるようになりました。
　矢岳地区においても、前述したとおり不動産を受け入れる必要性に迫られていることから、申請の手続きを
行いたいと思っております。
○法人化のメリット・デメリット？
　法人化のメリットは、この制度の趣旨である地区名義で不動産登記ができることです。一度登記をすれば、
代表者が代わっても登記内容を変更する必要がありません。また、集会施設等を地区名義にすることで、使用
料を徴収することができるようになります。
　デメリットは、設立時に規約の変更等が必要になりますので、事務が若干煩雑になります。また、会の運営、
会の解散、財産処分等の条件を付されることになります。
　しかしながら、今回制定する規約は変更の必要性がないものと思っております。地区運営の詳細については
別途細則を制定いたします。変更するとすればこの細則になりますので、従前からの会運営と大差はないもの
と思っております。
○法人格取得の場合、矢岳地区は何法人になるのか？
＜「地縁による団体」の定義について＞
　町内会等の地域的な共同活動を行っている団体であり、地方自治法第 260 条の 2 第 1 項においては「町又は
字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体」と位置づけられて
いる。
長崎短期大学研究紀要　第 28 号
—64—
○法人になった場合、固定資産税等は？
　別添資料のとおり・・・「いままでの地区との違い」（図 4　総会時資料から）。
○今までと変わらなければ、法人化する必要性がないのでは？
　前述したとおり、不動産を受け入れる必要性に迫られていることから、法人化する必要がございます。更には、
私有地及び法人所有地は、第三者へ譲渡される可能性もあることから、早急な対応が必要だと思っております。
○法人格の変更が生じた場合の届出は？
　佐世保市に、地区長と会計責任者（会計）の変更届を提出するだけです。・・・様式 1 枚
○同様に地縁団体の手続きをしている町内の地区は？また進捗状況は？
　別添資料のとおり・・・「自治会の法人格取得等調査」（表 1　総会時資料から）。
図 4　いままでの地区との違い
項　　目
現行 認可後 備考
区　分
区の名称 変更なし 変更する必要はありません
規約 改正の必要あり 法に沿った規約の変更が必要
財産
土地 区所有又は無償 当分の間は現行どおり
条件が揃えば認可地縁団体へ譲渡す
ることもできます
建物 無償貸付 無償譲渡
構成員
対象 世帯主 区域内に住所を有する全ての個人
子どもからお年寄りまで、全員が構
成員になります
登録 なし あり（名簿の提出） 構成員数の把握の為に名簿を作成します
会議における
表決権
重要事項 一世帯あたり 1 票 会員 1 人に 1 票 規約の変更や、財産の処分、会の解散など
通常事項 一世帯あたり 1 票 現行どおり 通常の予算・決算、事業計画・報告、役員の選出など
代表者 総会において選出 現行どおり
税金
法人住民税 課税なし 免除 基本的に税は免除の対象となります
が、不動産を登記する際の登録免許
税は課税されます。
固定資産税 課税なし 免除
不動産取得税 免除
火災保険等 市で一括契約（建物のみ） 区で別途契約が必要
区の所有になれば、区の負担で火災
保険等を掛けていただきます
集会所の使用料 徴収不可 徴収できる
集会所の使用にあたって、使用料や
実費を徴収することができるように
なります
収益事業 できない できる 収益事業ができるようになります
区長の印鑑 継続して使用可能 区の名称が変わらなければ、現行の印鑑を使用できます
会の運営 現行どおり 区費、会の運営は基本的に変わりません
自治会における相互扶助　矢岳地区の活動を通して
—65—
表 1　自治会の法人格取得等調査
地　域
自治会
数
法人格
合計
法人格が必要な
自治会数
（合併地域）
取得率
取得未
済取数
備考
取得 手続中・準備中
旧 市 内 457 203 1 204 204 100% 0
吉 井 町 26 4 0 4 4 100% 0
世 知 原 町 24 8 0 8 15 53% 7
宇 久 町 26 5 0 5 6 83% 1
江 迎 町 31 8 0 8 8 100% 0
鹿 町 町 16 3 0 3 3 100% 0
小 佐 々 町 14 3 4 7 13 54% 6
合 併 町 137 31 4 35 49 71% 14
合 計 612 234 5 239 253 94% 14
　矢岳地区は年間行事の一つとして春・秋の勝手神社大祭を行っている（図 5）。しかし、矢岳地区においても
少子化による人口縮小によって、大祭継続の危機に直面している。実は数年前から今後どのように継続してい
くか班長会議の議題として出ていたようである。矢岳地区の班構成は 1 班から 13 班（4・9 班は除く）まで 11
の班（201 戸）からなっており、平成 25 年度の大祭が 12・13 班担当で一巡し、その後また、1 班からの担当
になる。「行事変更をするならその時がいいのではないか」という意見があり検討が必要であった。
　平成25年10月20日（日）勝手神社秋の大祭終了後、班の意思決定を図る為回覧板を利用してアンケートを行っ
た（図 5）。
図 5　勝手神社大祭に関するアンケート
　回覧　13 班の皆様
13 班班長　　　　
　冬の到来を感じさせる今日この頃ですが、皆様にはますますご健勝のこととお慶び申し上げます。
　先日の“やだけまつり”には、多くのご協力をいただきまして誠にありがとうございました。お陰様で団体
で準優勝、個人の部では W･F 君が優勝でした。これも皆様方のご協力の賜物と心より感謝申し上げます。
　また、10 月の勝手神社秋の大祭では皆様方のご協力を得ることができ、春・秋とも無事終了することができ
ました。謹んでお礼を申し上げます。
　さて、先日（11/26）の班長会議で来年度の勝手神社大祭について議題が出ました。このまま従来どおり続
けるか、あるいは年１回にするかというものです。実は 3 ～ 4 年前から議題として上がっていたそうです。今回、
12・13 班が終わり、来年度から 1 班に戻りますので新たに検討してはどうかということになりました。皆様も
ご存知のように、大祭当番班の負担が大きく、特に賄いでは経費も嵩んできます。今後、少子高齢社会で行事
を担っていく人々も少なくなっていくことが予想されることもふまえ、皆様のご意見を集約させていただきた
いと存じます。
　つきましては、下記のご希望の枠の中に捺印又は署名をお願い致します。次回の班長会議で 13 班の意見と
して提出したいと存じます。
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　勝手神社大祭に関するアンケート（13 班）
＊下記の右の欄に捺印か署名をお願い致します。
勝手神社大祭回数 ご希望の欄に捺印又は署名
従来通り
（春・秋　年 2 回）
1 年に 1 回
（宮司さんの意見も含め春に開催）
その他
アンケート結果
○勝手神社大祭回数
　従来通り（春・秋　年 2 回）･･･3 名
　1 年に 1 回（宮司さんの意見を含め春に開催）･･･11 名
　その他 ･･･2 名
・班担当の時だけの参加ではなく、地域の方々が 1 人でも多くお祭りに参加できるような事をやってほしい。
・班担当時の賄食も食べることができないので止めたい（独自の食事療法を行っている）。
　
　以上のアンケート結果を 12 月の班長会議に提出したが、各班の結果もほとんどが年 1 回の実施を希望して
いた。班長会議では、春に 1 回行うことを取りまとめ次回の総会に提案したが諒承が得られ、平成 26 年度か
ら年 1 回春に実施することになった。秋には今まで行っていた「カラオケ大会」（平成 22 年から今まで 3 回行っ
ている）を 4 回目から新たに「やだけまつり」と改名して地区民の集いの場となるようなイベントが行われる
ことになった。
図 5　春の勝手神社大祭の様子
⑥－ 1　勝手神社正面 ⑥－ 2　勝手神社鳥居
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⑥－ 3　お膳の準備 ⑥－ 4　お供物
⑥－ 5　賄の準備 ⑥－ 6　春の大祭お膳
　考察
　矢岳地区の活動について述べてきた。町内会は 1943（昭和 18）年の市制・町村制改正によって法制化され
たが、敗戦後の 1947（昭和 22）年連合国総司令部の指示によって解散を命じられ禁止された（内務省訓令第 4
号及び政令第 15 号）。しかし、地域における生活のために不可欠であることから多くの自治体は様々な工夫を
しながら存続、1952（昭和 27）年、講和条約が発効し政令 15 号が失効したのに伴い、自治会等が復活し再編
成された。解除に対して、世論調査では賛成が 6 割を超え、反対は 2 割に満たなかったという 10 。
　自治会等が地域における課題解決を目的として結成され、その実質を有していることを主張する論者は多い
と言われている。日高（2003）は自治会等が紛争解決のエージェントたりうるのは「現代社会の課題に共通す
る社会的ジレンマ状況において、成員から社会的協力行動を引き出し組織することに、自治会等が最も効果的
かつ効率的に貢献できるからである」11 と述べている。政府に準ずる存在として、住民を動員し費用を徴収し、
非協力者には制裁を加える権能をもつことが解決をもたらすのだとすれば、その権能はなぜ住民によって承認
されているのか。伊藤（2007）は「第 1 に伝統的な権威、第 2 に行政の権威の間接的借用、第 3 に住民の自発
的受容」の 3 つを候補に上げ検討している 12 。この 3 つの項目について矢岳地区の活動から考察する。
　第 1「伝統的な権威」については伊藤がいう「自治会長には旧家や顔役が代々就任や自治会費の等級割や見
立割といった制度の伝統的慣行」13 は矢岳地区では総会での選出に委ねられており、当てはまらない。祭祀に
ついては伝統的な側面もあるが、公民館という制度を取り入れ、班の持ち回り制で担当班が費用も含め全てを
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担う、その上で議会に諮る手続きを踏んでいる。
　第 2「行政の権威の間接的借用」については第 1 の項目でも述べているように自治会長（区長）の選出は総
会の中で住民の合意の下に決められている。その地位的な立場から行政からの補助金や情報などのリソースが
得られたり、何かあれば議員や行政幹部に話ができる立場は変らないが最終決定は住民の話し合いの場で決定
される。
　第 3「住民の自発的受容」については自治会等の仕組み・特質には地域の課題解決に役立つ側面があり、そ
のことを住民が理解している、或いは少なくとも何らかのメリットを感じている。そのため不満や批判にもか
かわらず、自治会が受け入れられ、存続してきたということもできる。矢岳地区では、先に述べた地区の法人
化や勝手神社の大祭に加え平成 25 年 10 月に防犯用の電灯について今までのものから LED 使用のものに取り
替えようという議題があがった。矢岳地区の防犯灯は全部で 75 灯あり、その中で 40 灯は老朽化して交換が必
要だった。現在はまだ市からの助成があるが、いずれなくなる可能性があるという情報が入っていた。平成 26
年 2 月上旬までに市へ設置申告書を提出しなければ後期の予算を受けられないということで早めに住民の同意
を得る必要があった。最終的に市からの助成で負担を軽減できるということから一度に 40 灯の取替えが決まっ
た。費用は区の会計で一時立て替えてもらい、あとで全住民から月々の区費に 200 円ずつ上乗せして 12 ヶ月
間支払うことになった。
　この 3 つの項目で自治会等の権能を支える源泉となりうるのは、伊藤が述べるように「住民による自発的受
容」である。しかし、自治会等における自由とは「全世帯加入原則」という特質をもつものでその有効性は「自
発性と強制力の微妙なバランス」の上に成り立っていた。今後、さらなる人口減少によって、その機能がどの
ように変化していくか未知数であり実証的な課題である。
　おわりに
　自由なメンバーシップが意識される中で、自治会等の「全世帯加入原則」は無自覚に受け入れられなくなっ
てきている。また、加入率の低下によって住民の総意だとする擬制が成り立たない。しかし、地域住民の繋が
りを維持していく上で自治会等の役割は大きく、さらに今後予測される少子高齢化、自然災害等に対応する為
の相互扶助のもたらす影響も少なくない。
　文明の進化とともに娯楽施設が増え、個人の楽しみも多種多様である。そのような中で年中行事となってい
る「勝手神社の祭り」や「やだけまつり」においても費用や作業の手間を考えると、存続させていく為にはか
なりの労力が要求される。また、勝手神社祭りで作るお膳は昔からの和食で若い人々はあまり作ることがない
献立である。祭祀の際、年配の人に教わりながら一緒に作っていく。神事とともにその地域で根付き育まれて
きた食の文化だといえる。地域での新旧織り交ぜた老若男女による自治会等の行事は文化の継承を含めコミュ
ニティの崩壊を防ぐ防波堤の役割を担っているのではないかといえる。
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